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の両輪での形成を促した。また、木造の建築物が密集する地域の解消に向けて、土地区画整理事業により小規模

で不整形な住宅敷地を再編し良好な宅地等を造成。通常は公共用地確保のための減歩があるが、市が駅北地区を

離れる被災者から積極的に土地を購入し、従前に取得した土地を改変する敷地内の公共用地に充てた結果、被災

者はほぼ土地を提供せずに再建可能となり、比較的早く合意形成、宅地造成に入ることができた。 

被災者・関係者説明会や被災者アンケートなどを踏まえ、戸建て再建を断念され

た方への住宅確保等のために、被災地内に新たに復興市営住宅を整備した。住宅

は、糸魚川産の木材を生かした 3 階建て(一部 2 階建て)の木造準耐火構造で、1 階

には交流スペースや訪問医療診療所を設けた。現在は、公募により入居者を選定

する際に、優先順位を設定しており、子育て・若者世代が優先して入居できる仕

組みとなっている。 

「糸魚川らしいまちなみ再生プロジェクト」景観と不燃化を両立させたまちづくり 

●延焼遮断帯の形成 中心市街地を範囲とした地区計画を決定し、本町通りには新たに条例を制定。建築物を耐火

または準耐火建築物とし、間口率は 10 分の 7 以上、高さ 5m 以上とする建築制限をかけている。被災エリアは準

防火地域であるが、個々の建築物の防火性能を高め、まち全体の防火性能強化・向上を目指す。本町通り沿線（東

西に約 350ｍ、道路境界線から南北それぞれ 12ｍの範囲）におけるこれらの個々の建築物や、道路の拡幅も含め

た不燃化の推進により、南北への延焼を食いとめる延焼遮断帯を形成しようとしたものである。 

●防火性能向上に係る補助制度の創設 本町通り沿線では、不燃化した建築物の再建を支援するために補助制度を

創設。また、重点地域では、建築物の外壁と軒裏について、すべての部分を防火構造として建築物の再建を支援す

るための補助制度を創設。重点地域に対する補助制度は 2022 年 3 月 31 日をもって終了。 

●雁木の再生 雁木とは、雪の多い地域で、雪避けのために家の軒から庇を伸ばして造るものや、家から独立して

建てるものなど、それらが連なってその下を歩行空間として確保したもの。特徴として、その歩行空間は各個人

所有の土地であり、私有地を公共の通路として提供している。雁木自体も各個人の所有物。被災エリアにおいて

大火により失われた雁木は、旧加賀街道である本町通りにおいて、歴史的な文脈を受け継いでおり、街道の特徴

的な景観要素でもあった。本町通りの景観を形成する重要なものであり、歩行者の通路という機能上も重要なも

のであったため、雁木の再生に向けた取組みを推進した。ガイドラインでは本町通り沿線の約 350ｍが対象。地

区計画での道路境界線から 2.4ｍの外壁後退は、雁木スペースの確保を目的としている。 

雁木の再生を推進するため、建築費の一部を支援する補助制度を創設。補助制度活用により、雁木の建築費の約

5％の負担、店舗や事業所等は建築費の約 10％の負担により整備が可能。 

●雁木のある街並みと調和する住宅や店舗の建築促進と支援 景観に関するガイドラインにより、建築物を再建す

る際の参考となるよう、建築物の配置や屋根の素材、形状、色彩など、細かな内容を示した。ガイドラインに基づ

いた良好な景観の形成の取組みを推進するため、景観に配慮した建物とした場合に、経費の一部を支援する補助

制度を創設。加えて、窓等の修景に対して補助制度を創設。両補助制度は 2022 年 3 月 31 日をもって終了。 

 

 
■ 株式会社イールー 代表取締役 伊藤 薫氏 

糸魚川市の概要 

●土地の特徴 糸魚川市は、人口約 3 万 9000 人、北陸新幹線が開通し東京 2 時間、富山 25 分、金沢 50 分、長野

市 40 分という北信越と非常に綿密なエリアにある。3000ｍ級の日本アルプス、北アルプスの山々が断崖絶壁で

日本海に落ち込み、富山湾は深海マイナス 1000ｍという市内で標高差が 4000ｍもあるユニークな場所。そうし

たことからユネスコ世界ジオパークに日本で初めて認定された場所であり、世界で初めて発見された石が 6 種も

あるなど日本列島誕生の鍵も見つかる土地である。 

●産業の特徴 糸魚川地域はフォッサマグナの大地の上にあり、非常に動きやすい。そのため安全に暮らしていく

ための産業として土木建設産業が発展した。豊かな自然の大地の上で農業、漁業、林業などの一次生産品の加工

製造業が成り立っており、水質地質を活かした食材、農産品、木材などのブランディングが盛んである。 

駅北広場キターレについて 

●キターレの目指すもの 駅北広場キターレは 2020 年 4 月に、糸魚川市駅北復興まちづくり計画の 3 つの方針を

体験する場所として始まった。コンセプトは、「私たちが欲しい未来の暮らしは自分でつくる」。こんな毎日があ

ったらいいなと思ったことを、自分たちで作り実践してみる。そして一緒にやりたい人たちと繋がり、活動が加

駅北広場キターレの役割について 

復興市営住宅 
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速し、街中や中山間地域等市内の様々な場所に広がり、育む場所を作って行くこ 

とを目標としている。 

●にぎわい創出のためのターゲット 高齢者 駅北の居住者は平均年齢が 60 歳を超

えており、高齢化が進んでいる。週に 1 回健康体操を実施し、健康状態の維持や

人が集まり話す場の提供を、キターレのオープン以来継続している。バレエ経験

者の移住者の方がバレエを広めようと講師として健康体操に参加し、そこから人

気になり自身のバレエスクールを持ったという事例もある。 

子育て世代の家族 駅周辺エリアでは、結婚後は郊外に家を建てて駅前を離れて住

む人が多い。そうした人に駅前に足を運んでもらうため様々なイベント等を開催

している。例えば、年 4 回こどもらぼと題して、こどもが遊びながら学べるイベ

ントをフォッサマグナミュージアムの学芸員と開催。平日は、未就学児親子が遊

べるスペースの提供のほか、イールーによる民間学童サービスを放課後のこども

たちが利用するなど、他にも数々の活動と場所の提供を実施。 

マルシェや地域イベントとしての活用 糸魚川エリアはとても広く、中山間地域や

漁村との交流がなかなか活発でない。そのため週末マルシェなどを通じて、お互

いをより広く知ってもらうための情報発信の場としての動きも生まれている。 

●スタートアップキッチン キターレには 3 つのスタートアップキッチンがある。 

オープンから 8 店舗ほどの方が店舗を利用し、オペレーションに慣れ、ファンも

付き、自身のお店を持った人たちもいる。お祭りなどのイベント時には地元飲食

店の方がキターレにカキ小屋をもってきて共有するなど、様々な形で色々な人の

チャレンジが行われて、多岐に渡る利用方法が見えてきた。 

大火の伝承、自然・災害と共に暮らす 

●糸魚川の市民は、大火があったからこそ先人たちに倣いこの土地を選び続けて来たのか。自然は豊かだが災害が

多い中で安心できる豊かな暮らしをつくることに力を入れたからこそ、土木建設や製造業などの産業が成り立っ

てきたと感じる。 

●大火を未然に防ぐため、風速５m 以上の南風が吹くときには、市内に公共アナウンスが流れるようになっている。

また土砂崩れや地滑りに関しても消防や行政が連携して避難訓練を地域で実施している。2 年前には大きな地滑

りがあったが、前兆に早急に気付き、消防や行政に相談することで、地滑り前に避難が実施され大きな被害には

ならなかった事例もある。 

●現在は企業の方たちの見学や視察も受け入れている。企業と連携して地域の避難訓練を行ったり、糸魚川の駅北

で消火や避難の防災訓練を実施する機会をつくったりしている。人口が減少する中でも糸魚川という大地で豊か

に生きられる未来をつくるために、様々な機会で新しいパートナーと出会い、新しい情報を仕入れ、知恵を共有

できる仲間と出会っていきたい。 

 

 
(写真左から) ■株式会社まちづくり研究所 丸山氏 ■街みちネット会長 高見沢氏 ■UR 大野 

■株式会社イールー 伊藤氏 ■糸魚川市 伊井氏、飯塚氏 

 

 

 

 

 

 
 

高見沢氏（以下、高）：区画整理で、苦労話や工夫した点などを伺いたい。 

糸魚川市（以下、糸）：早期に再建したいというご意見が大きかったのと、幸いなことにライフラインで致命的

なダメージがなかったことから、修復型のまちづくりで進めることにした。街区ごとに対話や意見交換がし

やすい世帯数でブロックを形成し、そのブロック別に対話を進めたことが大きかったと思う。市の財源や必

意見交換 

スタートアップキッチン 

キターレ敷地内（白枠内）に
は防火水槽が埋設されている 


